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1東京商工会議所の意見

• 東商調査（９月公表）では、約７割の中小企業が人手不足を訴え、介護・看護業、宿
泊・飲食業など利用者・消費者と直接接する業種においてとりわけ深刻な状況。

• カスタマーハラスメント増加の要因は様々と思うが、こうした厳しい人手不足の状況下で接客の
質を維持することが困難になっている状況もあると考える。

• 労働力人口は今後も減少し、企業の人手不足はさらに深刻化していくとなれば、適正なサービ
ス水準も見直さざるを得ないということを、利用者・消費者に理解いただくことが必要。

• 企業間の取引については、当所も参画する「パートナーシップ構築宣言」を通じ、取引適正化の
取組が官民で進められている。対消費者の取引も同様に「人によるサービスの適正価格」とい
う考え方を社会全体の共通認識にしていく必要がある。

• 東京都においては、カスタマーハラスメントへの対応によって中小企業の事業運営に支障が生じ
ないよう、相談窓口等を通じた支援を引き続き講じていただくとともに、消費者に対する啓発も
粘り強く継続していただきたい。過度なクレームとみなされる一定の基準や考え方、事例を示し
ていくことも有効であると考える。

• 当所においても、中小企業を対象にクレーム対応やカスタマーハラスメント対策に関する研修講
座等を実施している。今後も東京都と連携して、このテーマに取り組んで参りたい。
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2参考１．人手不足の状況

⃝本年９月公表の当所調査では、中小企業の約７割（68.0%）が「人手不足」と回答。
人手不足の割合は、2015年の調査開始以降、最大となっている。

⃝業種別に見ると、消費者と直面する介護・看護業や宿泊・飲食業では特に人手不足
感が強く、全体より１～２割高い。

出所：いずれも「人手不足の状況および多様な人材の活躍等に関する調査」（2023年９月，日本・東京商工会議所）
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3参考２．東京商工会議所の取組

⃝本部・支部で企業の実務者向けのクレーム対応
講座、カスタマーハラスメント対策講座等を随
時実施。

• 本年12月には「理不尽なクレームが企業と人を追い込む～
適切なカスタマー・ハラスメント対応とは～（荒川支部）」、
「お客様の信頼をとりもどすクレーム対応講座（本部研修セ
ンター）」を実施予定。

⃝取引先と共存共栄関係を築く「パートナーシッ
プ構築宣言」を積極的に推進。

• 2020年6月の制度開始以降、全国の商工会議所で積極的に
推進。宣言企業数は約3万5千社に（2023年10月時点）。

• 本年1月には日本経済団体連合会、経済同友会との連名で、
『「パートナーシップ構築宣言」の実効性向上に向けて』
を取りまとめ、会員事業者等に周知。




